
 
令和２年４月の主な動き、取組 

 

 

１ 雇用失業情勢への対応（令和２年２月内容） 

 

 
 
 

 
 
 
 
・各種支援事業、求職者支援制度、各種助成金などの活用による就職促進 
・積極的な求人開拓の実施 

 ・若者、女性、障害者、高年齢者の就職実現 
 

 

 

 

２ 新型コロナウイルス感染症に伴う雇用状況 

 

有効求人数  40,714 人  対前年同月比 8.4％減（2 か月連続の減少） 

  

有効求職者数  30,325 人   対前年同月比 3.7％減（2 か月連続の減少） 

 

 有効求人倍率   1.28 倍   対前月比 0.07 ポイント減 
 



1 
 

2 月の有効求人倍率は 1.28 倍で、前月を 0.07 ポイント下回る 
 

鹿児島県の２月の有効求人倍率（季節調整値）は 1.28 倍となり、前月を 0.07 ポイント下回りました。 

新規求人倍率（同）は 1.88 倍となり、前月を 0.06 ポイント下回りました。 

正社員有効求人倍率（原数値）は 1.00 倍となり、前年同月（0.99 倍）を 0.01 ポイント上回りました。 

新規求人数（同）は前年同月に比べ、15.4％減と 2 か月連続で減少しました。 

産業別では、前年同月に比べ、建設業（13.7％減）は 2 か月連続の減少、製造業（15.0％減）は 5 か月連

続の減少､運輸業、郵便業（9.3％減）は 3 か月連続の減少、卸売業、小売業（34.7％減）は 2 か月連続の減

少、宿泊業、飲食サービス業（30.2％減）は 5 か月連続の減少、医療、福祉（5.3％減）は 2 か月連続の減

少、その他のサービス業（31.3％減）は 5 か月連続の減少となりました。 

新規求職者数（同）は前年同月に比べ 9.6％減と 2 か月連続の減少となりました。 

新規常用求職者について態様別に前年同月比でみると、在職求職者(6.8％減)は 2 か月連続の減少、離

職求職者（9.6％減）は 2 か月連続の減少、無業求職者（19.4％減）は 5 か月連続の減少となりました。 

離職求職者の内訳では、事業主都合離職者(13.5％減)は 2 か月連続の減少、自己都合離職者（8.5％

減）は 2 か月連続の減少となりました。 

政府の 2 月の月例経済報告では、生産は「引き続き弱含んでいる」と変更され、個人消費、設備投資、

輸出、企業収益、雇用情勢、消費者物価については、いずれの項目も据え置かれました。景気の基調判

断は、「輸出が弱含むなかで、製造業を中心に弱さが一段と増した状態が続いているものの、緩やかに回

復している」と変更されました。また、雇用情勢は「改善している」と据え置かれました。 

鹿児島県の雇用情勢は、有効求人倍率（季節調整値）が 46 か月連続で 1 倍台となり、全体としては引き

続き改善しているものの、今後の求人・求職の動きには注視してまいります。 

鹿児島労働局では、現下の雇用情勢に適切に対応するため、若者・女性・障害者・高年齢者の就業実

現、地域の実情を踏まえた公共職業訓練や求職者支援訓練の推進、就職困難者等すべての求職者の就

労に向けた重層的なセーフティネットの構築による就労・生活支援対策に積極的に取り組み、今後とも一

層効果的な行政の展開に努めてまいります。 
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鹿 児 島 労 働 局   職 業 安 定 部
　職 業 安 定 課 長
　地方労働市場情報官

最　近　の　雇　用　失　業　情　勢

概　　況

　なお、全国の２月の有効求人倍率(  季節調整値  )は1.45倍となり、前月より0.04ポイント下回った。

１.　求人倍率の推移(  パートを含む、年度平均は原数値、各月は季節調整値  )

26
年度

27 28 29 30
31年
2月

3月 4月
元年
5月

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
２年
1月

２月

本県 0.78 0.89 1.06 1.23 1.32 1.33 1.35 1.36 1.36 1.35 1.35 1.36 1.35 1.36 1.35 1.34 1.35 1.28

全国 1.11 1.23 1.39 1.54 1.62 1.63 1.62 1.63 1.62 1.61 1.59 1.59 1.58 1.58 1.57 1.57 1.49 1.45

本県 1.24 1.36 1.59 1.78 1.92 1.96 1.96 2.07 1.96 1.99 1.96 1.98 1.98 2.01 1.97 1.93 1.94 1.88

全国 1.69 1.86 2.08 2.29 2.42 2.45 2.43 2.44 2.40 2.38 2.37 2.43 2.35 2.43 2.38 2.44 2.04 2.22

*元年12月以前の各月の季節調整値（下線部分）は季節調整値替済み

２.　求人の動き(  パートを含む、原数値  )
2月の新規求人数（パートを含む、原数値）は、前年同月に比べ15.4％減と2ヶ月連続の減少となった。

2月の新規求人数（同）を産業別に前年同月比でみると、【建設業】（13.7％減）は2ヶ月連続の減少、【製造業】（15.0％減）

は5ヶ月連続の減少､【運輸業、郵便業】（9.3％減）は3ヶ月連続の減少､【卸売業、小売業】（34.7％減）は2ヶ月連続の減少、

【宿泊業、飲食サービス業】（30.2％減）は5ヶ月連続の減少、【医療、福祉】（5.3％減）は2ヶ月連続の減少、【サービス業】

（31.1％減）は5ヶ月連続の減少となった。

　2月の有効求人数（パートを含む、原数値）は、前年同月に比べ8.4％減と2ヶ月連続の減少となった。

(   ) 内前年同月比(％)

  新規求人数

Ｄ　建設業

Ｅ　製造業

－ １ －

(▲ 15.0)

(▲ 30.2)

(▲ 8.4)

(▲ 34.7)

(▲ 31.1)(▲ 31.6)

鹿 児 島 労 働 局 発 表
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（　令和２年２月分　）

有効求人倍率

新規求人倍率

15,055

(  月平均  ) 11月 12月新産業分類

重　久　　健
渡邊　正一

　・鹿児島県の２月の有効求人倍率(  季節調整値  )は1.28倍となり、前月より0.07ポイント下回った。
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1,296
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41,923
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1,166
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1,223

14,636

1,418

1,691 (▲ 18.3)
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1,416
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1,251
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Ｒ　サービス業（他に
分類されないもの）

40,714
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4,657
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３.　求職の動き(パートを含む、原数値。 但し、※「うち３４歳以下」と、※（新規常用求職者態様別内訳）は臨時・季節を除く常用。）
 　2月の新規求職者数（パートを含む、原数値）は、前年同月に比べ9.6％減と2ヶ月連続の減少となった。

   新規常用求職者について態様別に前年同月比でみると、在職求職者（6.8％減）は2 ヶ月連続の減少となった。

   また、離職求職者(9.6％減）は2ヶ月連続の減少、無業求職者（19.4％減 ）は5ヶ月連続の減少となった。

　 離職求職者の内訳をみると、事業主都合離職者（13.5％減）は2ヶ月連続の減少となった。

　 自己都合離職者（8.5％減）は2か月連続の減少となった。

　2月の受給資格決定件数(5.4％減)は2ヶ月ぶりの減少となった。

   また、受給者実人員（6.4％減）は5ヶ月連続の減少となった。

　2月の有効求職者数（パートを含む、原数値）は、前年同月に比べ3.7％減と2ヶ月連続の減少となった。

(   ) 内前年同月比(％)

新規求職者数

※うち３４歳以下

うち５５歳以上

うち65歳以上

有効求職者数

※うち３４歳以下

うち５５歳以上

うち６5歳以上

※( 新規常用求職者態様別内訳 ) (   ) 内前年同月比(％)

在職求職者

離職求職者

うち事業主都合

うち自己都合

無業求職者

　　　　　　

４.　就職の動き(パートを含む。但し、※「うち３４歳以下」は臨時・季節を除く常用。）
2月の就職件数（パートを含む）は、前年同月に比べ20.0％減と5ヶ月連続の減少となった。

(   ) 内前年同月比(％)

就職件数

※うち３４歳以下

うち５５歳以上

うち６5歳以上

５.　完全失業率(  全国  )

  完全失業率        (  ％  )

  完全失業者数  (  万人  )

※完全失業率は季節調整値
* 下線部分は季節調整替え済み

資料出所：総務省統計局「労働力調査 」
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6.正社員の職業紹介状況（原数値）
(   ) 内前年同月比(求人数、求職者数は％、その他はポイント)

※常用フルタイム求職者・・・・パート及び4カ月未満の臨時を希望する求職者以外の求職者

7.令和元年度　鹿児島労働局　安定所別　有効求人倍率（原数値） ※パートタイムを含む　様式３

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 年度計

有効求職 12,467 12,487 12,296 11,914 11,577 11,627 11,745 11,206 10,492 10,575 10,726 127,112
有効求人 18,412 16,909 17,115 17,507 17,528 17,733 18,446 18,406 17,798 18,172 16,868 194,894
求人倍率 1.48 1.35 1.39 1.47 1.51 1.53 1.57 1.64 1.70 1.72 1.57 1.53
有効求職 4,327 4,212 4,036 3,928 3,853 3,871 3,871 3,760 3,459 3,650 3,860 42,827
有効求人 5,498 5,347 5,314 5,343 5,138 5,248 5,308 5,178 5,049 5,095 5,556 58,074
求人倍率 1.27 1.27 1.32 1.36 1.33 1.36 1.37 1.38 1.46 1.40 1.44 1.36
有効求職 2,255 2,197 2,099 1,987 1,926 1,936 1,972 1,915 1,748 1,856 1,890 21,781
有効求人 2,518 2,522 2,494 2,487 2,333 2,392 2,370 2,415 2,327 2,266 2,520 26,644
求人倍率 1.12 1.15 1.19 1.25 1.21 1.24 1.20 1.26 1.33 1.22 1.33 1.22
有効求職 1,584 1,550 1,506 1,510 1,499 1,509 1,476 1,441 1,340 1,406 1,428 16,249
有効求人 2,251 2,103 2,102 2,136 2,118 2,164 2,254 2,066 2,039 2,105 2,112 23,450
求人倍率 1.42 1.36 1.40 1.41 1.41 1.43 1.53 1.43 1.52 1.50 1.48 1.44
有効求職 488 465 431 431 428 426 423 404 371 388 542 4,797
有効求人 729 722 718 720 687 692 684 697 683 724 924 7,980
求人倍率 1.49 1.55 1.67 1.67 1.61 1.62 1.62 1.73 1.84 1.87 1.70 1.66
有効求職 4,559 4,474 4,367 4,109 4,047 4,067 4,267 3,991 3,830 4,047 4,243 46,001
有効求人 5,622 5,512 5,492 5,557 5,536 5,714 5,900 5,860 5,729 5,764 5,849 62,535
求人倍率 1.23 1.23 1.26 1.35 1.37 1.40 1.38 1.47 1.50 1.42 1.38 1.36
有効求職 2,898 2,858 2,820 2,776 2,739 2,766 2,699 2,536 2,408 2,580 2,681 29,761
有効求人 3,686 3,594 3,636 3,729 3,696 3,840 3,744 3,743 3,693 3,676 3,770 40,807
求人倍率 1.27 1.26 1.29 1.34 1.35 1.39 1.39 1.48 1.53 1.42 1.41 1.37
有効求職 1,661 1,616 1,547 1,333 1,308 1,301 1,568 1,455 1,422 1,467 1,562 16,240
有効求人 1,936 1,918 1,856 1,828 1,840 1,874 2,156 2,117 2,036 2,088 2,079 21,728
求人倍率 1.17 1.19 1.20 1.37 1.41 1.44 1.38 1.45 1.43 1.42 1.33 1.34
有効求職 4,226 4,232 4,136 3,987 3,983 4,066 4,094 3,955 3,826 3,926 3,940 44,371
有効求人 4,765 4,561 4,659 4,587 4,772 4,733 4,834 4,498 4,512 4,301 4,169 50,391
求人倍率 1.13 1.08 1.13 1.15 1.20 1.16 1.18 1.14 1.18 1.10 1.06 1.14
有効求職 1,522 1,539 1,507 1,464 1,463 1,470 1,491 1,471 1,448 1,495 1,503 16,373
有効求人 1,649 1,568 1,645 1,602 1,569 1,530 1,536 1,512 1,551 1,505 1,512 17,179
求人倍率 1.08 1.02 1.09 1.09 1.07 1.04 1.03 1.03 1.07 1.01 1.01 1.05
有効求職 1,705 1,705 1,665 1,593 1,593 1,632 1,641 1,556 1,451 1,481 1,501 17,523
有効求人 1,810 1,797 1,792 1,805 1,935 1,935 1,987 1,762 1,706 1,628 1,497 19,654
求人倍率 1.06 1.05 1.08 1.13 1.21 1.19 1.21 1.13 1.18 1.10 1.00 1.12
有効求職 999 988 964 930 927 964 962 928 927 950 936 10,475
有効求人 1,306 1,196 1,222 1,180 1,268 1,268 1,311 1,224 1,255 1,168 1,160 13,558
求人倍率 1.31 1.21 1.27 1.27 1.37 1.32 1.36 1.32 1.35 1.23 1.24 1.29
有効求職 5,342 5,147 5,086 4,915 4,942 5,052 4,993 4,770 4,518 4,704 5,022 54,491
有効求人 6,299 5,982 5,884 5,689 5,503 5,518 5,838 5,979 5,719 5,208 5,416 63,035
求人倍率 1.18 1.16 1.16 1.16 1.11 1.09 1.17 1.25 1.27 1.11 1.08 1.16
有効求職 4,541 4,341 4,288 4,155 4,181 4,279 4,241 4,040 3,804 3,977 4,304 46,151
有効求人 5,525 5,165 5,078 4,904 4,706 4,771 5,067 5,219 4,999 4,497 4,676 54,607
求人倍率 1.22 1.19 1.18 1.18 1.13 1.11 1.19 1.29 1.31 1.13 1.09 1.18
有効求職 801 806 798 760 761 773 752 730 714 727 718 8,340
有効求人 774 817 806 785 797 747 771 760 720 711 740 8,428
求人倍率 0.97 1.01 1.01 1.03 1.05 0.97 1.03 1.04 1.01 0.98 1.03 1.01
有効求職 650 649 706 591 572 601 584 540 523 527 546 6,489
有効求人 758 732 666 639 644 654 678 676 664 667 666 7,444
求人倍率 1.17 1.13 0.94 1.08 1.13 1.09 1.16 1.25 1.27 1.27 1.22 1.15
有効求職 1,968 1,834 1,763 1,713 1,636 1,679 1,605 1,527 1,563 1,622 1,988 18,898
有効求人 2,003 1,772 1,742 1,654 1,606 1,657 1,616 1,671 1,682 1,997 2,190 19,590
求人倍率 1.02 0.97 0.99 0.97 0.98 0.99 1.01 1.09 1.08 1.23 1.10 1.04
有効求職 33,539 33,035 32,390 31,157 30,610 30,963 31,159 29,749 28,211 29,051 30,325 340,189
有効求人 43,357 40,815 40,872 40,976 40,727 41,257 42,620 42,268 41,153 41,204 40,714 455,963
求人倍率 1.29 1.24 1.26 1.32 1.33 1.33 1.37 1.42 1.46 1.42 1.34 1.34
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新型コロナウイルス感染症の影響に伴
う雇用調整助成金の特例措置の更なる

拡大について

　今般の新型コロナウイルス感染症により影響を受ける事業主を支援するため、雇用調整助成金の

特例措置の更なる拡大を今後行う予定です。

　その概要は、別紙のとおりです。別紙の緊急対応期間は本年４月１日から６月30 日までとし、

詳細については、あらためて公表いたします。

【公表資料】

　○新型コロナウイルス感染症に係る雇用調整助成金の特例措置の拡大　･･･　別紙

PDFファイルを見るためには、Adobe Readerというソフトが必要

です。Adobe Readerは無料で配布されていますので、こちらから

ダウンロードしてください。

1/1ページ新型コロナウイルス感染症の影響に伴う雇用調整助成金の特例措置の更なる拡大...

2020/03/30https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_10551.html

















 

1 

 

厚生労働省発基 0317 第 17 号 

令 和 ２ 年 ３ 月 17 日 

 

 

 

都道府県労働局長 殿 

 

厚生労働事務次官 

 （ 公 印 省 略 ） 

 

新型コロナウイルス感染症の発生及び感染拡大による 

影響を踏まえた中小企業等への対応について 

 

 新型コロナウイルス感染症が経済活動に影響を及ぼす中、中小企業・小規模事

業者（以下「中小企業等」という。）から、労働基準関係法令への対応に困難を

伴う状況がある旨の声が寄せられているところである。 

このため、下記のとおり、都道府県労働局及び労働基準監督署においては、新

型コロナウイルス感染症の発生及び感染拡大が中小企業等に与える影響に配慮

すること等を徹底するよう、命により通達するので、万全を期されたい。 

 

記 

 

１ 中小企業等への配慮 

労働施策基本方針（平成 30 年 12 月 28 日閣議決定)第２章の１⑶では、「中

小企業等における労働時間の動向、人材の確保の状況、取引の実態その他の事

情に配慮し中小企業等の立場に立った対応を行い、労働基準法、労働安全衛生

法等の労働基準関係法令に係る違反が認められた場合においても、当該中小企

業等の事情を踏まえ、使用者に対し自主的な改善を促していく」とされている。 

この閣議決定における「その他の事情」には、新型コロナウイルス感染症の

発生及び感染拡大が中小企業等に与える影響も含まれるものであること。 

もとより、中小企業等への対応においては、中小企業等の立場に立った丁寧

な相談・支援を行うこととしているところであるが、今般の新型コロナウイル

ス感染症の発生及び感染拡大が中小企業等に与える影響についても、十分に配

慮するものであること。 

このため、中小企業等に対する相談・支援に当たっては、新型コロナウイル

ス感染症の発生及び感染拡大による影響を十分勘案し、労働基準関係法令の趣
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旨を踏まえた自主的な取組が行われるよう、きめ細かな対応を図ること。併せ

て、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止の観点から、当該中小企業等

の置かれた状況に応じ、時差出勤やテレワークについて必要な周知等を行うこ

と。 

 

２ 労働基準法第 33 条の解釈の明確化 

新型コロナウイルス感染症の拡大の影響を受け、人命や公益の観点から緊急

に業務を行わなければならない場合も想定される。 

労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 33 条第１項では、災害等による臨

時の必要がある場合においては、労働基準監督署長の許可を受けて、又は事後

の届出により、法定の労働時間を延長し、必要な限度において労働させること

ができることが規定されている。 

  これについては、新型コロナウイルス感染症に感染した患者を治療する場

合、手厚い看護が必要となる高齢者等の入居する施設において新型コロナウ

イルス感染症対策を行う場合及び新型コロナウイルスの感染・蔓延を防ぐた

めに必要なマスクや消毒液、医療機器等を緊急に増産又は製造する場合等が

対象になり得るものであること。 

また、労働基準法第 33 条第１項の運用においては、このほか、人命・公益

を保護するために臨時の必要がある場合には、これに該当し得るとしていると

ころであり、状況に応じた迅速な運用を図ること。 

なお、労働基準法第 33 条第１項に基づく時間外・休日労働は、あくまで必

要な限度の範囲内に限り認められるものであり、やむを得ず月に 80 時間を超

える時間外・休日労働を行わせたことにより 疲労の蓄積の認められる労働者

に対しては、医師による面接指導等を実施し、適切な事後措置を講じる必要が

あること。 

 

３ １年単位の変形労働時間制の運用の柔軟化 

今般の新型コロナウイルス感染症に関連して、人手不足のために労働時間が

長くなる場合や、事業活動を縮小したために労働時間が短くなる場合等につい

ては、１年単位の変形労働時間制を導入することが考えられる。一方で、新型

コロナウイルス感染症対策により、１年単位の変形労働時間制を既に採用して

いる事業場において、当初の予定どおりに１年単位の変形労働時間制を実施す

ることが困難となる場合も想定される。 

  このように、新型コロナウイルス感染症対策のため、当初の予定どおりに１

年単位の変形労働時間制を実施することが企業の経営上著しく不適当と認め

られる場合には、特例的に、１年単位の変形労働時間制の労使協定について、
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労使で合意解約をし、又は協定中の破棄条項に従って解約し、改めて協定し直

すことも可能であること。 

  なお、解約までの期間を平均し、１週 40 時間を超えて労働させた時間につ

いて割増賃金を支払うなど協定の解約が労働者にとって不利になることのな

いよう留意すること。 

 

４ 36 協定の特別条項の考え方の明確化 

労働基準法第 36 条第１項に規定する協定（以下「36 協定」という。）にお

いては、臨時的な特別の事情があって労使が合意する場合（特別条項）には、

限度時間を超えることができるとされている。 

今般の新型コロナウイルス感染症の状況については、36 協定の締結当時に

は想定し得ないものであると考えられるため、例えば、36 協定の「臨時的に

限度時間を超えて労働させることができる場合」に、繁忙の理由が新型コロナ

ウイルス感染症とするものであることが明記されていなくとも、一般的には、

特別条項の理由として認められるものであること。 

  なお、現在、特別条項を締結していない事業場においても、法定の手続を踏

まえて労使の合意を行うことにより、特別条項付きの 36 協定を締結すること

が可能であること。 

 

５ 地域の中小企業等への周知 

労働局長は、上記１から４までについて、あらゆる機会を通じて、地域の中

小企業等への周知を徹底すること。 

 



新型コロナウイルス感染症の発生及び感染拡大による影響を踏まえた
中小企業等への対応について（概要）

（令和２年３月17日付厚生労働省発基0317第17号 厚生労働事務次官依命通達）

現在の状況と依命通達の趣旨

○新型コロナウイルス感染症が経済活動に影響を及ぼす中、中小企業・小規模事業者（以下「中小企業等」という。）から、労働基準
関係法令への対応に困難を伴う状況がある旨の声が寄せられている。

都道府県労働局及び労働基準監督署において、新型コロナウイルス感染症の発生及び感染拡大が中小企業等に与える影響に
配慮すること等を徹底するよう、厚生労働大臣から事務次官に対して指示 → この趣旨を3月17日の記者会見において厚生労
働大臣から説明するとともに、事務次官から依命通達を発出

▶労働施策基本方針（平成30年12月28日閣議決定）における「その他の事情」には、新型コロナウイルス感染症の発生及び感染拡大が中小企
業等に与える影響も含まれることを明確化。

○労働施策基本方針（平成30年12月28日閣議決定）（抄）
（略）中小企業等における労働時間の動向、人材の確保の状況、取引の実態その他の事情に配慮し中小企業等の立場に立った対応を行い、労働基準法、労働安全衛生法等の労働基準
関係法令に係る違反が認められた場合においても、当該中小企業等の事情を踏まえ、使用者に対し自主的な改善を促していく。

１．中小企業等への配慮

▶労働基準法第33条第１項（災害等による臨時の必要がある場合の時間外労働等の延長）の対象となり得る場合を明確化。

＜労働基準法第33条第１項の対象となり得る場合＞ ※このほか、人命・公益を保護するために臨時の必要がある場合も該当し得る
○ 新型コロナウイルス感染症に感染した患者を治療する場合
○ 手厚い看護が必要となる高齢者等の入居する施設において新型コロナウイルス感染症対策を行う場合
○ 新型コロナウイルスの感染・蔓延を防ぐために必要なマスクや消毒液、医療機器等を緊急に増産又は製造する場合

▶１年単位の変形労働時間制を採用している事業場において、新型コロナウイルス感染症対策のため、当初の予定どおりに制度を実施することが企
業の経営上著しく不適当と認められる場合には、制度の途中であっても、労使協定を締結し直すことも可能であることを明確化。

３．１年単位の変形労働時間制の運用の柔軟化

▶繁忙の理由が新型コロナウイルス感染症によるものである場合には、36協定の特別条項に明記されていなくとも、「臨時的な特別の事情がある
場合」の理由として認められるものであることを明確化。

４．36協定の特別条項の考え方の明確化

２．労働基準法第33条の解釈の明確化


